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Ⅸ　広報活動

Ⅸ－1　大学広報の在り方

1 　大学広報の意義・目的

　大学における「広報」とは、受験生、在学生・父母・保証人・教職員、民間企業、研究機

関、地域住民、そして行政諸機関等の様々な立場の人々に対して、学内のあらゆる情報を的確

に伝達することである。「広報」活動を通して、高等教育機関としての社会的使命を果たして

いる姿を学内外に対して知らせ、大学のブランド力と教職員の意欲の高揚を図ることに意義が

ある。

　本法人傘下各大学においては、受験生を含む一般社会向けの「大学の公式ホームページ

（HP）」、受験生向け「大学案内」を、また法人として、共同研究等の促進を図る「産学官連携

情報誌」、海外向けの「英文大学案内」、企業等向けの「系統別大学案内」、在学生・父母・保

証人・教職員等向けの「東京理科大学報」や「東京理科大学の現状と課題」（いわゆる「理大

白書」）、卒業生を含む一般社会向けの科学教養誌「理大科学フォーラム」（月刊）、学内教職員

向けの学内広報誌等により、教育研究の成果を含む様々な情報を発信し続けている。また、昨

今はマスメディア、特に新聞・テレビ・出版物による情報発信、さらには米国の格付け機関に

よる評価など、いわば「第三者を通じた情報発信」に重点を置いた広報活動を展開し、東京理

科大学の存在感はますます高まっている。なお、学内教職員向けの「学内通知」については、

内容等をリニューアルして、平成 20年１月から「Conscience」として発行している。

　本学の「大学案内」等には学部・学科及び研究室の実情が詳細に記載されており、その内容

は高く評価されているものと判断している。広報印刷物の制作に当たっては、単にその種類を

増やすだけではなく、対象読者層と掲載内容を吟味しながら、なお学内外の状況変化も考慮し

て、適切に対処することが必要である。

　一方、電子媒体としての「公式ホームページ」は平成 16年 12月 24日の新装公開後も平

成 17年に英語版ホームページのリニューアル、平成 20年に研究室個別ホームページシステ

ムの立ち上げ、携帯電話向けホームページのリニューアルなど、年々機能を拡充している。

　今後は、上述のような印刷媒体や電子媒体による広報活動だけではなく、大学の教育研究活

動そのもの、そしてそれらを支える施設・設備も「広報のメディア」であることに十分配慮し
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た広報施策を策定することが大切である。

2 　広報組織

　本学は平成 16年 9月に学内の広報及びWEBに関連する諸規程を改正して「広報戦略委員

会」を立ち上げ、法人及び傘下各大学全体を視野に入れた広報活動の抜本的改革に着手し

た。傘下各大学を含む法人全体の広報戦略全般を審議するため「広報戦略委員会」を置き、さ

らにその下に個別の施策を審議し実施するため「総合広報企画部会」、「情報収集分析部会」、

「大学案内等編集部会」、「出版部会」、「HP制作管理部会」、「教育研究成果広報部会」を置き、

このうち「出版部会」の下には「学報編集委員会」、「科学フォーラム編集委員会」を置くこと

とした。

　広報戦略委員会及び各部会の主な任務は、次のとおりである。

◎広報戦略委員会

広報活動のビジョン、中・長期目標、体制、戦略等の指針策定

◎総合広報企画部会

各部会との連絡調整及び予算の策定、他の部会に属さない広報活動、危機管理広報活動

◎情報収集分析部会

学内外の各種広報情報の収集・分析・評価等、広報戦略委員会及び各部会へのフィード

バック

◎大学案内等編集部会

大学案内、大学要覧（和文・英文）等の刊行及び編集方針の検討

◎出版部会

出版会の運営、出版戦略及び出版物の編集方針の検討

（学報編集委員会）

学報の編集及び発行

（科学フォーラム編集委員会）

「理大科学フォーラム」の編集及び発行

◎ HP制作管理部会

公式ホームページの企画、更新及び管理、英語版 HPの更新

◎教育研究成果広報部会

教育研究活動成果の発信形態の検討、コンテンツの作成、その発信活動

　以上の広報戦略体制を実のあるものとするため、理事会は「広報担当顧問」を委嘱して、広
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報戦略委員会の委員・部会員及び事務局担当者を対象とする研修会において講演を実施するな

ど、社会の変化に即応した大学広報の在り方について、様々な形で助言を受けている。また、

複数のメディアコンサルティング会社に委託して、報道機関やインターネットで発信される重

要情報を収集しているほか、マスメディアを通じて情報発信するに当たり、それが効果的に実

現できるような仕組みを作るべく検討を進めている。今後は、顧問及びコンサルティング会社

から、危機管理広報の在り方についても助言を得て、その対応に万全を期したいと考えてい

る。

　また、大学の学部や諸部局での広報と大学全体の広報組織とが連携する仕組みを確立し、本

学における法人と大学の広報活動をより効果的に展開するシステムを確立することが必要であ

り、これらの組織については、今後、社会状況に応じた体制作りをしていきたい。

Ⅸ－2　学内広報活動

1 　学内広報の役割

　学校法人の経営理念や大学の将来構想、大学の教育研究の方針及び学事計画並びにその遂行

状況、学内規程の改正または事務手続き上必要となる事項等は、学内の教職員及び学生に対し

て迅速かつ的確に伝達され、教職員及び学生が大学のビジョンと活動について共通認識を持つ

ことが大切であり、学内広報はその役割を果たすべきである。これらの学内情報は「学内通

知」、「東京理科大学報（学報）」、「学内ネットワークの電子掲示板」等によって伝えられ、よ

り効率的、魅力的なものへと改善することが常に求められている。

　広報戦略委員会において、どのような内容の情報を、誰が、誰に、いつ、どのような手段で

伝達するのか、また、印刷媒体と電子媒体のそれぞれの特性を生かした有効利用とは何か、な

どについて多方面からの検討を行った。これにより学内広報誌については平成 18年 4月より

学内向けに電子媒体でも公開を始めた。またこれと同時に、従来の学内広報誌である「学内

通知」に掲載していた学会発表、論文発表、著書などについては、平成 18年 10月より稼動

が始まった「研究者情報データベース（Rikadai’s Integral Database of Academic Information

通称「RIDAI」という。）」が担うこととなった。

　また、学内教職員向けの「学内通知」については、内容等をリニューアルして、平成 20年

4月から「Conscience」として発行し、法人の管理運営に関する考え方のほか、各学部、各

部局及び同窓の話題等を広く取り上げて発信している。
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2 　学内広報の実情と課題

　法人及び大学における学内広報の実情は、次のとおりである。

（ 1）公式広報

①　平成 20年 4月に刊行した「Conscience」には、常務理事会だより、理事会通知、学

内規程の改正、受賞、大学からのお知らせ、学位取得、ニュース等を掲載している。

②　「学報」は年 4回発行しており、学校法人関係の情報としては、毎年 1月号に理事長の

メッセージを掲載するほか、学校法人の予算及び決算の内容を掲載して、財務情報を公

開しており、大学関係の情報としては入学式、卒業式等の学内の各種行事や学園生活を

紹介しているほか、教職員の研究活動、社会で活躍する OB・OGの姿なども紹介して

いる。「学報」は学生、父母、理窓会正会員及び教職員に配付しているほか、全国の大

学と学内報の交換を行っている。また、本学の訪問者は学内に設置した「学報スタン

ド」で、無償で入手できるようにしている。

③　「東京理科大学の現状と課題」（理大白書）には、学校法人及び傘下各大学の「現状と課

題」、すなわち、その沿革、教育研究活動、教育研究の支援体制、社会への貢献、財政

分析、将来課題等を掲げて隔年で発行している。

④　平成 18年 4月からは本学公式ホームページ上に学内向け情報として「学生用情報」、

「教職員用情報」のページが設けられ、それぞれに向けて学内の各種お知らせやニュー

スが掲載されていたが、平成 20年 4月より、「CLASSシステム」（194頁参照）へと

移行した。

（ 2）科学啓発広報

①　月刊の科学教養誌「理大科学フォーラム」は、科学の基礎及び応用に関する知識の普

及啓発を行うことを目的にしている。「理大科学フォーラム」の前身は、明治 24年か

ら昭和 19年まで刊行され、当時としては貴重な科学情報源であった「東京物理学校雑

誌」の精神を今日に引き継ぎながら、さらに新しい時代の要請に応えるべく昭和 59年

7月に創刊された「SUT BULLETIN」である。その後、時代の変化に対応し、内容の

刷新及び誌名の変更を行い、現在に至っている。創刊号から最新号までの特集記事の題

目等を巻末の参考資料Ⅸ－1（386頁）に示す。

（ 3）在学生向け広報

①　在学生には、入学時に「学園生活」を配付している。「学園生活」には年間の授業予定

や図書館の利用案内等が掲載され、大学生活をスムーズに過ごすことができるよう学内
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の諸手続きや注意事項を掲載している。

②　情報処理教育の一環として、「インターネット事件事例集」等の冊子を作成して、適宜

学生や教職員に配付している。

③　学内のネットワークを通じて、在学生は学内情報を得ることができる環境にあり、シラ

バスをはじめ、休講情報、図書館情報なども見ることができる。しかしながら、掲示、

ポスターなどによる情報も多く教務関係または学生生活関係の「呼び出し」等には、旧

来の「学内掲示板」も使われている。

（ 4）大学行事広報

①　11月下旬には「理大祭」が開催され、大学の様子やクラブ活動を通した学生生活の実

態を受験生と一般社会人に対して公開するよい機会となっている。

②　毎年 8月初旬、神楽坂、野田の両キャンパスで「オープンキャンパス」を開催してい

る。これには、受験生及び保護者を中心に両地区・両日で 10,000人を超える来場者が

ある。なお、久喜キャンパスでは理大祭期間中の 11月に同時開催されている。山口東

京理科大学と諏訪東京理科大学は１月に開催されている。

③　平成 19年度には、第 2回ホームカミングデーを開催し、講演会、同窓生によるコンサ

ート等が催され、大学と卒業生の新たな“絆”を結ぶ場として期待され、平成 20年度

以降も毎年開催している。

④　毎年 5月末に「同窓高等学校長懇談会」を開催して、理事長及び学長から母校に対す

る同窓生の貢献を感謝すると共に、学校法人全体の現況と将来計画等を報告し、母校の

発展に一層の理解と協力を求めている。

（ 5）　教職員、在学生の帰属意識、愛校心を高める広報

①　本学卒業生で元読売新聞記者の馬場錬成知的財産戦略専攻教授が執筆し、本学建学の理

念、建学時の苦労を紹介する『物理学校』を全教職員に配付したほか、平成 19年度に

は、全新入生に配付し、教職員及び学生の愛校心を高めてもらう工夫を行っている。

　これらの広報媒体及び広報の機会の実情を踏まえ、効果的な広報活動の在り方について、広

報戦略委員会及び各部会において様々な観点から検討を加え、逐次実行に移す組織体制となっ

ている。

　従来、大学のステークホルダーである父母・保証人等に対する情報発信については満足すべ

き状況にはなく、特に「父母懇談会」は他大学に比べて開催回数も少なく、必ずしも十分とは

言えない状況にあった。その中にあって平成 16年 5月、広汎な父母・保証人のご支持をいた
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だき、父母会「こうよう会」が設立された。「こうよう会」の発足により、父母・保証人、卒

業生及び大学の連携がさらに強化されるものと期待している。さらに、在学生の勉学状況を知

らせるとともに、大学の全般について説明するために、「こうよう会」が主催する「父母懇談

会」を開催している。首都圏における「父母懇談会」は毎年開催しており、その他の地域で

も、毎年多数の会場で実施している。

　「学報」は、学内の教職員・学生に向けて配付しているが、今後は年間の発行回数を増やす

ことも検討したい。また、本法人傘下の各大学がそれぞれの「学報」を編集発行する必要があ

り、その紙面には、単に当該大学の関連情報だけではなく、学校法人全体としての管理運営・

財務等に関する情報（例えば、学校法人の経営方針、寄附者芳名一覧など）を掲載して、本法

人の大学経営のビジョンと運営力を公表することが必要であると考えている。さらに、特集記

事の掲載や学生に有益な情報を提供できる紙面としていきたい。

　ところで、印刷媒体としての「学報」は、学生に広くは行き渡っていないとの指摘もあるの

で、平成 16年よりこれをホームページにも掲載することとし、PDF形式およびテキスト形

式により読めるようにした。また、「こうよう会（父母会）」の発足を受けて、父母・保証人に

は年 4回発行される会報「浩洋」と併せて、「学報」も送付している。

　また、各キャンパスに「インフォメーションセンター」を開設して、入試関係の書類をはじ

めとして、大学が発行している雑誌や印刷物を一堂に展示し、希望者にはいつでも提供できる

体制を整えることは、従来からの懸案事項の一つである。今後、学内広報の在り方と戦略につ

いて活発に検討しながら、これを実現していく必要がある。

Ⅸ－3　学外広報活動

　今日、学（内）外に向けた本学の情報発信手段としては、「公式ホームページ」が最も主流

になると期待されており、本学の教育研究活動に関する様々な情報を迅速に提供することにな

る。特に「公式ホームページ」では、各画面の一新を図ったほか、新鮮な情報を迅速に発信で

きるよう改善を行うとともに、他大学等のホームページに関する調査を行い、より効果的に情

報発信できるよう創意工夫を行っている。

　新聞、雑誌等のマスメディア及び大学が独自に出版する書籍等による広報活動は、従来受験

生に対して情報発信するという側面が強いが、一般社会に対して「大学の存在」を知らせる最

も有効なものであるので、今後は、広く社会に対してどのような情報を発信していくかが大き
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な課題となる。

　新聞、雑誌への露出を増加させること、またそのために学内の情報を収集するために平成

19年 10月より学内記者制度を導入した。これは学外の PR会社と連携した仕組みであり、

効率よく学内の研究情報・イベント情報などを収集し、これを各メディア向けに的確にプレス

リリースを行っていくものである。この制度により学外に発信するプレスリリース数は増え、

このことによる新聞等の露出は格段に増えている。

　本学が独自に出版する書籍としては、平成 16年に科学クイズ本「大問題 !」及び変革する

大学シリーズ「東京理科大学編」を、平成 17年には小中学生向けの科学クイズ本「大問題！

Jr.」を制作した。また創立 125周年を記念して「東京理科大学・坊っちゃん選書」シリーズ

を発刊し、平成 18年度は以降は毎年 4冊の新書を発刊している。坊っちゃん選書シリーズ

は、深刻な理科離れに対応すべく中高生に科学の面白さを伝える本として出版され、キャン

パス近隣の公立図書館、中学・高等学校へ寄贈している。これらは大変好評を博しており、

今後ともこの種の出版物の発行を推進していきたいと考えている。また、平成 17年度には、

内閣府が主催する「チャレンジ・キャンペーン～女子学生・生徒の理工系分野への選択～」へ

の協力を行い、特設ホームページや女子学生向けパンフレットの作成などを行った。生涯学

習センターでは理系女子中高生支援の催しとして「ウーマンサイエンティスト講座」を開講

し、平成 20年度には、マドンナプロジェクトと題して各キャンパスで女子中高生への理系進

路選択のための事業を行い、全国の女子中高生に好評を博している。またプロジェクトのう

ち、「‘真夏のマドンナたち’長万部サマースクール」と「‘秋のマドンナたち’Researchから

Professionalへ」が、文部科学省の公募事業「女子中高生の理系進路選択支援事業」として採

択された。

　本学の広報活動の一環として、平成 20年 7月にスタートした新番組ＢＳ日本テレビ『大

学へ行こう』の 7月 20日放送の回で東京理科大学変が放送された。この番組では、エコの研

究や女性研究者に広がる化学の世界などが紹介された。

　マスメディアによる情報発信以外にも、次のような本学の諸活動が、本学のブランド力を高

める効果をもたらしている。

　本学生涯学習センター主催の「社会人向けセミナー」は、本学の存在を広報する重要な手

段の一つとなっている。また、教員有志によるボランティア活動としての「サイエンス夢工

房」は、本学の存在を青少年に知らせるための有意義なイベントである。同種のイベントと

して 125周年記念事業の一環で開催した「巡回講演会」「サイエンスフェア」も好評を博した
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ため、「サイエンスフェア」を毎年 6月に日本科学未来館で開催することとし、平成 19年度

は 6月 2日（土）、6月 3日（日）、平成 20年度は 6月 7日（土）、6月 8日（日）にそれぞ

れ約 3,000人の来場者があり、子どもたちに大好評であった。これ以外にも平成 18年度に

は本学 125周年と小説「坊っちゃん」の 100周年にちなみ、坊っちゃんの舞台である松山市

と連携し、出張授業イベント「『お帰り、坊っちゃん』算数・数学は楽しいぞなもし」を開催

した。近代科学資料館では関孝和 300年記祭記念展示「関孝和と和算の世界」を平成 20年 3

月 6日～4月 10日に開催した。また、地元に根ざした広報活動としては、神楽坂地区におけ

る「まち飛びフェスタ」への参加、新宿区の地元の子供達向けの近代科学資料館主宰「夏休み

自由研究教室」のほか、本学の野田グラウンドを使用する「運河地区少年野球大会」は、本学

が主催し、野田、流山両市の教育委員会の後援を得て実施しており、大学の PR効果もさるこ

とながら、地域社会との連携を保つ上で極めて重要な意味を持っている。

　さらに、従来からの「連携大学院方式」や 5年前に開始した「大学発ベンチャービジネ

ス支援事業」に続き、「科学技術交流センター（承認 TLO）」が産学官連携活動を展開して

おり、さらに専門職大学院として「総合科学技術経営専攻（MOT）」、「知的財産戦略専攻

（MIP）」が発足するなど、傘下各大学による産学官連携活動及びその人材育成について各研究

機関や企業から注目を浴びており、本学の PRに役立っている。その他、平成 18年度には、

教員個人が学外各種イベントに出展する際の出展料等に関する補助金規程も整備され、教員の

研究成果を広く公開しやすい環境の整備を進めている。

　教員の著書・研究論文等の研究成果の公開は緊急の課題であるが、本学における組織的な対

応は、「論文発表集」などにより学内に公開しているのみであったが、平成 19年より教員の

研究成果を学外に「研究者情報データベース（RIDAI）」等で公表しており、こうした点も極

めて重要な広報活動と考えている。

　また、本学の教職員が政府関係機関や地方公共団体関係の各種委員会委員等に任命されるこ

と、さらにそのことが新聞・テレビ等で報道されることは、本学に計り知れない広報効果をも

たらしている。

　広報戦略委員会の下に設置されている「教育研究成果広報部会」においては、本学の教員が

生み出した教育研究の成果を、企業や高校を含めて広く社会に知らせることが重要であるとの

認識に立ち、定例の「記者懇談会」のような形で公表することを検討している。これは、本学

の教員の教育研究活動の成果（内容）が、マスメディアでできるだけ多く紹介されることが

必要であるとの認識によるものである。また、同部会からの提案により夢工房の DVD化を行
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い、教員が高校等に出張講義に出かける際に、それを説明材料とできるようにした。さらに同

部会からは、従来の「学内通知」及び「論文発表集」については、その一部を電子化すべきと

の提案も出されたが、このうち「学内通知」については平成 18年度よりホームページ上で電

子媒体としての掲載も行われている。また学会発表、論文発表、著書については平成 19年 1

月より「研究者情報データベース（RIDAI）」により公開が行われている。

　本学において遅れをとっているものに、外国語による情報発信がある。「英文大学案内」は

平成 16年に数年ぶりに改訂版を作成したところであるが、海外から訪問者を招聘する教員及

び海外出張する教員等からは、大判の「英文案内」だけではなく、小型で数ページ程度の見開

きパンフレットを作成してほしいとの要望が多数寄せられたため、平成 18年に制作したとこ

ろである。

　また、大学が発行するこれらの案内冊子に加え、海外メディアへの情報発信を充実させるべ

く英国 Research SEA社と契約を結び、海外マスメディアに対し国内メディアと時差なくニ

ュースを配信できるシステムを整えた。

　「公式ホームページ」についても平成 17年 12月に「英文公式ホームページ」のリニューア

ルを行い、国際化の視野に立った広報活動の展開を行っている。特に、アジア圏への広報活動

が学生確保と社会（世界）貢献の両面においてますます重要性を増していくと思われ、さらに

欧米諸国だけではなくアジア諸国との国際交流を一層促進するためにも、外国語によって情報

発信するに当たっては、英語だけではなく、その他の言語による「大学案内」及び「公式ホー

ムページ」を作成する必要がある。

　最後に、高等教育機関として発信すべき情報が、「学校法人」に属するものなのか、あるい

は「大学」に属するものなのか、その境界が必ずしも明確ではない場合が多いので議論を要

するとの見方もあるが、一方では、一般社会における情報の受け手は、発信情報の全てを「大

学」からの情報と認識するであろうとの意見もあり、学外広報の役割を全うするためには、傘

下 3大学を含む「学校法人」全体としての学外広報の在り方を、十分に検討することが必要

である。

Ⅸ－4　大学広報の課題

　今から 30年前は、大学の中において、「大学の広報」が語られることはほとんどなかった

と言っても過言ではない。つい数年前までは、本学は「受験生向け案内」に重点を置いてお
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り、それゆえに単に、「学部・学科の案内を伝えることができれば、それでよい」との域を脱

していなかった。

　いわゆる「18歳人口の減少」が声高に叫ばれ、大学のブランド力が重要であると認識する

ようになって、初めて「大学の広報・宣伝」が語られるようになった。

（1）勉学の意欲に燃える優秀な学生を確保するため、（2）財政基盤を固める方策としての学

外資金を獲得するため、（3）国民の税金を補助金として交付されている学校法人の説明責任

（アカウンタビリティ）を果たすため、大学は教育・研究・社会貢献のビジョンと実績を広く

社会に公表し、情報公開することが求められている。大学はその存立を懸けて、戦略的な広報

の在り方を模索し始めている。本学も、その例外ではなく、特に、専門職大学院、夜間部（理

学部第二部、工学部第二部）及び生涯学習センターに相当数の社会人を受け入れているため、

大学の広報活動は、極めて重要である。

　本学の情報発信は、従来、消極的であるとの指摘があった。受け取る側が求めている情報が

何であるかを的確に把握し、必要にして十分な情報を、迅速かつ正確に発信しなければならな

い。そのための広報体制が、平成 16年 9月までに広報戦略委員会及び傘下の 6部会をもっ

て構築された。そこで、これらの部会においては、大学の情報の発信の在り方と戦略につい

て、様々な観点から検討し、それらを実行に移している。

　大学の情報発信に際しては、相手方が情報を取りに来るのを待っているのではなく、大学が

積極的に発信していく姿勢が必要である。そのためには、ホームページや印刷物だけではな

く、新聞・テレビ等の報道機関に対して、随時「プレス・リリース」として各メディアの記者

に発信するような仕組みを平成 19年度より構築している。今後は、定期的に本学と記者との

接点を持つため、「記者懇談会」のような場を設けることも検討が必要である。

　また、本学の情報を発信するに当たっては、国際交流を促進するとの観点に立って、単に国

内だけにターゲットを絞ることなく、海外に向けて情報発信するということも必要である。日

本語による情報量と同程度の情報を、外国語によって発信することが必要であり、電子媒体、

印刷媒体を問わず、少なくとも世界共通語である英語を使用して情報発信する体制を組むこと

が急務である。

　さらに、最近の社会状況に想いを馳せれば、大学における「危機管理システムとその広報の

在り方」を確立すること、すなわち「危機管理広報体制」の構築が近々の課題である。万一、

社会的影響の大きい事件、事故が発生した場合に、大学がいかなる体制で広報活動を行うか

は、その後の大学に対する評価に多大の影響を与え、大学の存亡にかかわる事態を招き兼ねな
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いと考えている。

　ところで、本学の広報担当部署は新たな戦略的業務を展開していくために、現在のところ決

して十分な陣容とは言えない。そこで、従来からの業務を見直すことが必要である。さらに、

広報担当者には、単に「教学や入試に明るい」という能力だけではなく、「学校法人と大学の

実情全般に精通している」という能力が求められ、それと同時に、学内外の動きを素早くキャ

ッチしようとするジャーナリスティックな感覚も求められる。加えて、大学の体制として、学

内外の情報が広報担当セクションに迅速に収集され、集積・分析されるシステムを構築するこ

とと併せて、法人及び傘下各大学が一体となった広報活動を推進する体制を早期に構築するこ

とも必要である。このような体制を確保するためには、広報担当部署には「複数の部署経験を

有する事務職員」だけではなく、広報に関する高度の専門知識を有する「固定化した専門職

員」を配置することが必要であり、いわゆる「アウトソーシング」も選択肢として検討すべき

である。

　また、理事長・学長等によるトップマネージメントと広報担当部署が直結した体制を敷くた

めに、毎週 1回開催される法人の常務理事会には広報担当の常務理事が出席するほか、広報

担当部署の主管課長も出席しており、その結果、本学のトップマネージメントに関する意思決

定内容を直ちに広報担当部署において「情報」として整理し、学内外に向けて迅速かつ適切に

情報発信している。

　本学の広報において最も重要なことは、役員、教育職員、事務職員、学生、卒業生が「大学

の情報」を共有することであり、本学関係者の一人ひとりが、社会に向けて「本学の広報担当

者」である意識を持つこと、すなわち「意識改革」が必要である。すべての本学関係者が「大

学の情報」を共有することができれば、誰が、いつ、どこで、何を語ろうが、何を発信しよう

が、それは大学の一貫したポリシーで統一されることになる。本学において、このような状況

を醸成することは本学のブランド力のさらなる高揚のため、広報戦略上極めて重要であり、そ

のためには広報戦略委員会と傘下 6部会の体制、機能等をよりスピーディーでより魅力的に

活発な活動を推し進めるための学内広報体制の再構築を検討していかなければならない時期で

ある。
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